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序文 

 

日本国政府はカンボジア国政府の要請に基づき、公共事業運輸省の建設品質管理の強化を目的と

して、平成 21（2009）年 5 月から 42 か月間の計画で「建設の品質管理強化プロジェクト」を実施

しています。 

今般、プロジェクト終了を平成24（2012）年10月に控え、プロジェクトの当初計画と活動実績、

計画達成状況、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）における評価を実施

し、提言・教訓を導き出すことを目的に終了時評価調査を実施いたしました。調査団は平成24（2012）

年 8月 20日から30日まで、カンボジア側の公共事業運輸省のメンバーと合同評価チームを構成し

て現地調査を行い、その結果を合同評価レポートとしてミニッツに取りまとめ、署名交換を行いま

した。 

本報告書は、上記調査の内容・結果を取りまとめたものであり、今後の協力に広く活用されるこ

とを目的としております。 

最後に、本調査の実施に際しご協力を賜りました関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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独立行政法人国際協力機構 

カンボジア事務所 

所長 鈴木 康次郎 
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評価調査結果要約表 

I.  案件の概要 

国名： カンボジア王国 案件名： 建設の品質管理強化プロジェクト 

分野： 運輸交通 援助形態： 技術協力プロジェクト 

所轄部署： カンボジア事務所 協力金額（評価時点）： 4.3億円 

協力期間 2009年 5月～2012年 10月 

（42か月） 

先方実施機関： 公共事業運輸省（MPWT） 

日本側協力機関： 国土交通省 

1-1 協力の背景と概要 

公共事業運輸省（MPWT）は持続可能かつ効率的な社会経済開発および貧困削減のために、これま

でドナーおよび自国の資金を用いて道路や橋梁等の運輸交通インフラ整備・改修に取組んできた。

各国ドナー支援による道路整備は、施工監理のためのコンサルタントや請負事業者らによる品質管

理がなされている。一方、自国予算による道路・橋梁の建設や維持管理においては、MPWT 内の道路

インフラ部（RID)、重機センター（HEC）、州レベルの公共事業局（DPWT）が直営で実施しており、

建設資材の規格確認や施工方法の確認等による品質管理が徹底されていないのが実情である。 

かかる状況からカンボジア政府は日本政府に対し、道路・橋梁建設における品質管理・保証(QC/QA)

システムの構築を行なう技術協力プロジェクトの要請があった。これを受けて日本政府は、建設の

品質管理のための抜本的な体制強化を行なうことを目的に「建設の品質管理プロジェクト」を実施

することを決定した。 

1-2 協力内容 

（１） 上位目標： 「カンボジア公共事業運輸省が直営で実施する道路・橋梁の建設・維持管理の

品質が向上し、持久する」 

（２） プロジェクト目標： 「プロジェクトが構築する品質管理・保証システムの適用によってMPWT

が直営で実施 する道路・橋梁工事の品質管理に関する能力が向上する」 

（３） アウトプット： 

1） 道路・橋梁建設の品質管理に関する実施規定、取扱要領が整備される 

2） 完成図書（図面、報告書）の統合集中管理のためのシステムが構築される 

3） 建設の品質管理向上のための研修が強化される 

（４） 投入 

日本側：  総投入額        4.3億円 

               長期専門家派遣 2名（75.78MM）    短期専門家 9分野（72.63MM） 

  機材供与  約 0.14億円 ローカルコスト 約0.23億円 

  研修員受入れ  11名 

カンボジア側：   カウンターパート配置   16名 

       土地・施設提供 専門家執務室、パイロットプロジェクト  

                    ローカルコスト負担 2,960,000米ドル 

II.  評価調査団の概要 

調査者 団  長： 平田 仁  JICAカンボジア事務所次長 
品質管理： 勝田穂積 JICA国際協力専門員 
評価分析： 渡邉恵子 (財) 国際開発高等教育機構（FASID）次長代理／主任研究員 
評価企画1： 江上雅彦 JICAカンボジア事務所所員 
評価企画2： Say Bora JICAカンボジア事務所職員 



 

調査期間 2012年 8月 20日～2012年 8月 30日 評価種類： 終了時評価 

III. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

3-1-1 アウトプット1：道路・橋梁建設の品質管理に関する実施規定、取扱要領が整備される 

 当初パイロットプロジェクトの開始など活動の一部に遅れが生じたが、アウトプットの達成には

影響がでておらず、アウトプットは本プロジェクト終了時までに達成されると判断できる。 

指標 達成状況 

本プロジェクト終了までにパイロット

プロジェクト実施を通して習得、検証し

た内容が反映された実施規定および取

扱要領（改訂版）が作成される。 

・プロジェクトでは品質管理のための実施規定

（Regulation: RG）、取扱要領（Standard Guideline: 

SG）の第1版は2010年 8月に作成され、それらを適用

しながらパイロットプロジェクト5件（2011年度2件、

2012 年度 3 件）を実施した。5 件のうち最初のコンポ

ンチャム州の国道 71 号線は、全てのプロセスを完了

し、品質管理プロセスに使った必要書類は完了図書に

とり纏められている。他 4 件については、2012 年 12

月までに完了する予定である。  

・上記パイロットプロジェクトの実施を通じてSG、RG

の第1版をより現地に合うよう改善をし、2012年 8月

に第 2 版が作成された。翻訳したクメール語版もカウ

ンターパートにより作成された。  

・土質検査など建設に必要な試験のための機材が計画

どおり調達され、MPWTの試験所に設置された。 

 

3-1-2 アウトプット２：完成図書（図面、報告書）の統合集中管理のためのシステムが構築される

 カンボジア側および日本側双方の多大なる努力によりアウトプット 2 は達成された。しかしなが

ら、データベースおよび図書室の持続可能な運営管理のためにはカンボジア側の今後の関与を一層

確実なものにする必要がある。 

指標 達成状況 

データベースシステムが構築され、同シ

ステムが MPWT 職員によって活用され

る。 

・完成図面、標準図集、図書館の書籍リストを入力す

るデータベースシステムが構築された。データベース

は MPWT 内部のネットワークに接続され、MPWT 職員か

らの閲覧が可能となった。 

・過去のプロジェクトの完成図面を可能な限り収集し、

データベース化した。 

・アウトプット 3 で策定された道路・橋梁の標準図集

についてもデータベース化した。 

・以前図書室に積まれていた必要書籍や書類の整理を

しながら、プロジェクトで図書室を 2 度改修し、2012

年 4月に新しい図書室が完成した。 

・データベースを使った検索方法、新規に入手した図

書や図面のデータ化など、データベースや図書室の運

営維持管理に関するマニュアルが2012年7月に策定さ

れた。活用状況は終了時評価を経て、Web アクセスカ

ウントを設置してモニタリングを行うこととした。 

 



 

3-1-3 アウトプット３：建設の品質管理向上のための研修が強化される 

活動はほぼ計画通りに進み、アウトプットの達成度は高い。プロジェクト終了までにアウトプッ

トは達成される見込みである。 

 

指標 達成状況 

プロジェクトで策定した技術研修プロ

グラムが担当する部署によって、MPWT

内の研修プログラムとして組み入れら

れる。 

・MPWT職員の能力および既存の研修に関する評価を実

施した後、研修計画が2010年 2月に策定された。 

・講師育成研修（TOT）が2010年と2012年の2回実施

され、合計13名のMPWT職員が受講、講師となった。

・品質管理に関する研修内容がMPWTの定期研修に組み

込まれることとなった。実際の研修は、TOT で育成さ

れたMPWT職員を講師に2011年 11月より実施された。

・2012年 8月時点で、プロジェクトでは上記定期研修

以外に 6 回地方職員向けのワークショップ研修を行

い、定期研修と合わせると合計約200名のDPWT職員が

研修を受講した。 

 

3-1-4 プロジェクト目標の達成度 

「プロジェクトが構築する品質管理・保証システムの適用によってMPWTが直営で実施する道路・橋

梁工事の品質管理に関する能力が向上する」 

SG、RG の策定、研修講師としての講義活動、実際の直営工事の運営管理など、プロジェクト活動

を通じてカウンターパートであるMPWT職員およびパイロットプロジェクトを実施した州と研修を受

講したDPWT職員は、品質管理に関する能力を向上させた。また、完成図面や標準図集がデータベー

ス化により簡単に活用できるようになったことは、設計や維持管理の品質を向上させることに貢献

している。以上によりプロジェクト目標はプロジェクト期間内に達成する見込みである。これらプ

ロジェクト成果を全国のDPWTに継続的に普及させていくために、MPWTはプロジェクト終了までにそ

の方法について日本人専門家の協力の下、確立していく必要がある。 

指標 達成状況 

プロジェクト終了までに、改訂された規

定および取扱要領が2013年から実施さ

れる道路・橋梁の直営工事の中で、既に

パイロットで実施された 2 州以外の 3

州において少なくとも 3 直営工事に適

用される。 

・終了時評価時点において、2013年から実施される直

営工事のうちSG、RGが適用される案件についてまだ選

定はされていなかった。しかしながら、評価団は、MPWT

が各州少なくとも1件（全部で24件）、SG、RGを適用

した直営工事が計画されていること、及びMPWTの強い

意志を確認した。  

TOT を受講したカウンターパートが

2012 年定期研修コースの受講生に対し

て品質に関する知識を向上させるよう

に講義ができるようになる。また、受講

生は受講後確認試験において 70%の得

点がとれるようになる。 

・専門家の評価によると、講師となったMPWT職員は、

研修教材を自分で準備したり実際の研修を行うこと

で、SG、RGに関する理解が深まり、また教え方にも向

上が見られた。  

・研修受講生の事前・事後テストの結果から、品質管

理に関する理解度の向上が見られた。しかしながら、

平均点数は研修によって54%から68%であり、目標値で

ある70%にはまだ達成していなかった。 

 



 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 （高い） 

カンボジアでは一層の経済成長を促すために運輸交通インフラの更なる整備が優先課題となって

おり、その実施には建設の品質の向上が不可欠である。その点で、プロジェクト目標・上位目標と

もに、カンボジアの上位政策である四辺形戦略（フェーズII）、５ヵ年開発計画（NSDP）（2006～2010

及び 2009～2013）と整合している。また、道路や橋梁の維持管理コストが高まり国家予算を圧迫し

ている中、ライフサイクルコストを抑えられる建設の品質の向上は急務となっている。本プロジェ

クトはこのような品質管理の必要性に対応しており意義も高く、MPWT のニーズとも合致している。

また、日本政府の対カンボジア援助計画、JICAの国別事業実施計画（2007年）にも整合している。

従ってプロジェクトの妥当性は高い。 

 

(2) 有効性 （高い） 

各アウトプットの実績から判断して、プロジェクト目標が達成される見込みは高い。本プロジェ

クトではSG、RGを直営工事に適用することで以前と比べると品質管理に対して大きく3つ分野で変

化をもたらした。工事前に土質検査などを行うことによる設計面での改善、工事実施のための施工

計画書の作成、品質管理の記録を残す書類を作成することによる施工監理面での強化である。これ

らは品質管理には重要なことであるにもかかわらず、プロジェクト以前には必ずしも実施されてい

なかったことである。また、品質管理における一連の活動の中で契約者（Party A）、実施者（Party 

B）、監督者（Party C）、検査者（Party D）の役割がそれぞれ明確化され、透明性が高まった。更に、

MPWT 職員のインタビューでは、設計や維持管理に必要な完成図面や標準図集がデータベース化され

容易に活用できるようになったとの回答もあり、有効性を高めることとなった。従って、プロジェ

クトの有効性は高い。 

 

(3) 効率性 （中程度） 

各アウトプットの達成に影響はなかったが、効率性を損なういくつかの要素が確認された。日本

側のインプットでは、専門家の配置、機材の調達、本邦研修、ローカルコストの拠出など、全体的

にはほぼ計画通りに実施された。しかし、初期の短期専門家の配置及びカンボジア側のカウンター

パートの配置の遅れ、洪水、MEFとの協議に時間を要したこと等により、パイロットプロジェクトの

開始の遅れが発生し、実施時期が変更になったため、当初予定されていたパイロットプロジェクト

の一部がプロジェクト期間内に完了することができなかった。この結果、限られたパイロットプロ

ジェクトの期間で所期の成果を達成するためには集中的に OJT を実施する必要が生じたため短期専

門家を追加投入する必要が生じ、投入額も増加した。また、主要なカウンターパートはプロジェク

トに積極的に関わっていたが、初期段階において数人の配置変更があり、変更する度に初めからプ

ロジェクト内容を教えるなど効率性を損なった。これまでのパイロットプロジェクトでSG、RGを見

直す作業が不十分であった訳ではないが、計画どおりであればパイロットプロジェクト実施におけ

るOJTで受けられる効果がより高まったであろう。従って、効率性は中程度である。 

 

(4) インパクト （比較的高い） 

プロジェクト終了後も SG、RG を適用した直営工事を継続することに対する MPWT の強いイニシア



 

ティブがみられ、上位目標の指標である「MPWT が直営工事で実施する道路・橋梁の建設において、

大規模な瑕疵が瑕疵担保検査で確認されないこと」はプロジェクト完了後、達成が期待される。そ

の他、いくつかの正のインパクトがすでに発現している。本プロジェクトを通じて日本人専門家と

の協議、ワークショップ、本邦研修、論文執筆など様々な機会を通じて品質管理以外にも道路・橋

梁に関する様々な知識や技術を習得しているというCPの能力強化のインパクトが見られた。また、

開発調査や無償資金協力の経験はあったがMPWTにとって初めての技術協力プロジェクトを通じて、

技術協力プロジェクトにおけるカウンターパートの役割を認識し、技術協力プロジェクトの理解が

深まった。更に、本プロジェクトは直営工事におけるMPWTの様々な部局を巻き込んだことによりMPWT

内に品質管理における部局間を跨ぐネットワークを構築した。なお、負のインパクトは発現してい

ない。 

 

(5) 持続性 （比較的高い、しかしデータベース管理で財政面の懸念あり） 

プロジェクト効果の持続性は比較的高いが、図書館およびデータベース管理における財政面の持

続性に懸念が残る。 

政策面においては交通インフラの整備は未だカンボジアの優先課題であり、政策的な優先度は引

き続き高い。体制的にはプロジェクトによりMPWTの各部局間のネットワークが構築され今後品質管

理を実施する基盤ができ、強固となった。また、本プロジェクトで適用した知識や技術はCPが十分

に習得しており、彼らが引き続き定期研修等の機会を通じて州レベルの関係者に普及していくこと

により技術的な持続性は担保できる。財政面に関しては、SG、RG を適用した直営工事を実施してい

くための予算を確保できる見込みである。しかし、プロジェクトで整備した図書館やデータベース

管理は予算措置がまだ確定しておらず、今後必要な措置を取る必要がある。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること  

プロジェクトでは、日本人専門家による技術的なワークショップの開催、日本土木学会やカンボ

ジア工科大学（ITC）と共催した共同セミナーの開催、カンボジアで実施中の無償資金協力案件（国

道一号線改修計画、ネアックルン橋梁建設計画）の現場視察、MPWT 職員による論文集の作成および

発表会の開催を実施し、道路・橋梁における幅広い知識刺激を与える機会を設けることで 3 つのア

ウトプットについて更に強化を図った。 

(2) 実施プロセスに関すること 

CP と日本人専門家とのコミュニケーションは良好であり、プロジェクトの進捗状況、課題など情

報共有が定期会合やe-mailなど様々な機会を通じて取られていたことはプロジェクトの効果発現に

寄与した。 

 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

短期専門家およびカウンターパートの配置はプロジェクトが始まってから直ぐには行われず、プ

ロジェクトとしての体制が全体的に整ったのは2010年 1月であった。このためプロジェクト初期の

段階でのいくつかの活動に遅れが生じた。経済財務省（MEF）との協議に時間がかかったことや洪水

などの理由もあるが、第一フェーズのパイロットプロジェクトの開始も影響を与えた。これらはプ



 

ロジェクトの進捗が遅れ、効果の発現に少なからず影響を与えた。しかしながら中間レビュー以降、

他業務による負担があるにもかかわらずカンボジア側からの積極的な参画がプロジェクト目標の達

成に貢献していることが確認された。また、このような積極的な参画によりプロジェクトのアウト

プットに対してオーナーシップが高まり、プロジェクト開始当初の遅れを挽回した。 

 

3-5 結論 

 プロジェクトはカンボジア側および日本側双方の努力により所期の目標を達成する見込みが高

い。プロジェクトはカンボジアの政策および開発ニーズおよび日本の援助方針とも整合している。

プロジェクトでは直営工事の品質管理システムを導入したことで品質の改善に大きく貢献し、有効

性およびインパクトが高い。特にプロジェクト以前には適切な実施ができていなかった面において

大きな効果がだされている（工事実施に先立つ設計面での改善、工事実施のための施工計画書の作

成、施工監理面での強化）。効率性においては、初期の段階での日本側短期専門家やカンボジア側カ

ウンターパートの配置のタイミング、そしてパイロットプロジェクトの実施の遅れにより中程度で

ある。持続性においては比較的高いが、図書館およびデータベース管理における財政面の確保がで

きておらず、適切な措置を取る必要がある。 

  プロジェクトは予定通り終了するが、終了後の状況をモニタリングして必要に応じてフォローア

ップを検討する必要がある。 

  

3-6 提言 

（1） MPWTがデータベースおよび図書館の持続的な運営管理体制を確立すること。 

（2） MPWTが MPWTおよび州レベルのDPWT職員への品質管理に関する研修の継続と更なる強化を

行うこと。 

（3） MPWTが品質管理の重要性について外部関係者の理解を促すための積極的な広報活動を、経

済財務省、農村開発省等の政府内、大学、民間企業、他ドナーに対して実施すること。 

 

3-7 教訓 

（1） 予算面で持続性の懸念が予想される成果についてはプロジェクト計画時には慎重に検討

し、実施中にはプロジェクトおよびJICA側からMEFに対してプロジェクト終了後の予算措置に

ついて頻繁な協議を通じて働きかける必要がある。 

（2） CPコストを含めた適正な予算配分について実施機関とMEFで協議をし、案件形成時にJICA

が CPコストの予算配分及び予算負担能力を確認すべきである。 

（3） プロジェクト開始時において業務実施型の短期専門家の調達には時間がかかるため、プロ

ジェクト活動のタイミングを十分考慮して前広に計画すべきである。 

（4） 直営の長期専門家と業務実施型の短期専門家を組み合わせた形での派遣はそれぞれの専門

家の特性、期待する役割を十分に踏まえ、それぞれの特性が発揮でき、更にチームとしての一体

感を高める工夫が必要である。今後の案件形成において、どのようなチーム構成が望ましいのか、

プロジェクトの内容も踏まえつつ、メリット、デメリットを検討し、改善を図ることが必要。 
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1章 評価調査の概要 

 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

2012 年 10 月のプロジェクト終了を控え、以下の目的により本終了時評価調査を実施した。 

(1) プロジェクトの開始からこれまでの実績と計画達成度を PDM 等に基づき調査・確認する。 

(2) 実施プロセスに影響した阻害要因あるいは促進要因を把握する。 

(3) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から日本・カンボジア側

双方で確認する。  

(4) プロジェクト終了後まで、および終了後に取るべき対応事項について確認・協議し、その結果

を日本・カンボジア両国政府および関係機関に報告・提言する。 

(5) 今後類似のプロジェクトが実施される場合に、そのプロジェクトの計画および実施に有効な教

訓を取りまとめる。 

 

1-2 合同評価チーム構成 

 (1) カンボジア側 

 氏名 所属 

1 Dr. Khun Sokha 公共事業運輸省 公共事業研究センター 課長代理 

 

(2) 日本側 

 氏名 担当 所属 現地滞在期間

1 平田 仁 団長 
JICA カンボジア事務所  
次長 

Resident 

2 勝田穂積 品質管理 JICA 国際協力専門員 
2012.8.22 - 
2012.8.30 

3 渡邉恵子 評価分析 
（財）国際開発高等教育機構
（FASID）国際開発センター 
次長代理／主任研究員 

2012.8.20 - 
2012.8.30 

4 江上雅彦 評価企画 1 JICA カンボジア事務所所員 Resident 

5 Say Bora 評価企画 2 JICA カンボジア事務所所員 Resident 

 

1-3 調査日程 

現地調査機関は 2012 年 8 月 20 日から 2012 年 8 月 30 日とし、上記プロセスに基づき以下のよう

なスケジュールで進められた。詳細は別添資料 1. の Annex 1 を参照。 

 

1-4 主要面談リスト 

 

（1）公共事業運輸省（MPWT） 

H.E. Tram Iv Tek Minister 

H.E. Tauch Chan Kosal Secretary of State 

H.E. Kem Borey Director General of Public Works 
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Mr. Koun Bunthoeun Director, Public Works Research Center (PWRC) 

Dr. Khun Sokha Deputy Director, PWRC 

Mr. Samrangdy Namo Deputy Director, PWRC 

Mr. Nin Menakak Officer, RID 

Mr. Theng Socheat Officer, PWRC 

Mr. Phy Ratha Officer, PWRC 

Mr. Chao Sopheak Phibal  Chief of Office, Road and Infrastructure Department (RID) 

Mr. Pou Manith Chief of Office, RID 

Mr. You Dara Chief of Office, RID 

Mr. Laing Onit Officer, RID 

Mr. Kry Thong Chief of International Unit of Public Works (Heavy Equipment 

Center) 

Mr. Meng Leang Chief of Office, Laboratory 

Mr. Moeng Youleng Director, DPWT Kandal Province 

Mr. On Raksmey Deputy Director, DPWT Kandal Province 

Mr. Nou Rethy Officer, PWRC (Party C for Kandal pilot project) 

Mr. Bou Veasna Officer, PWRC (Party C for Kandal pilot project) 

 

（2）財務省（MEF） 

Mr. Khun Juline Deputy Director, Department of Investment and Cooperation 

(DIC) 

Mr. Chea Sengy Chief, Bilateral Cooperation Division, DIC 

Dr. Laymithuna Deputy Chief, Bilateral Cooperation Division, DIC 

Mr. Vongsey Vichetha Vice Chief, Bilateral Cooperation Division, DIC 

Mr. Phat Kong Vice Chief, Bilateral Cooperation Division, DIC 

Mr. Dary Chetana Chief, Bilateral Cooperation Division, DIC 

Mr. Mer Vivort Virome Deputy Chief, Bilateral Cooperation Division, DIC 

 

（3）日本大使館 

樋口 義広 公使 

玉光 慎一 一等書記官 

 

（4）日本人専門家 

桑野 忠生 チーフアドバイザー／道路建設・維持管理 

石田 和基 業務調整／図書室運営管理 

山内 将史 総括／道路工事契約／積算システム 

弓田 和男 副総括／品質管理 

櫻井 裁之 研修／人材育成 

野田 善之 舗装 

中村 友彦 土構造設計 
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2章 プロジェクトの概要 

 

2-1 プロジェクトの背景  

公共事業運輸省（MPWT）は持続可能かつ効率的な社会経済開発および貧困削減のために、これま

でドナーおよび自国の資金を用いて道路や橋梁等の運輸交通インフラ整備・改修に取組んできた。

各国ドナー支援による道路整備は、施工監理のためのコンサルタントや請負事業者らによる品質管

理がなされている。一方、自国予算による道路・橋梁の建設や維持管理においては、MPWT 内の道

路インフラ部（RID)、重機センター（HEC）、州レベルの公共事業局（DPWT）が直営で実施しており、

建設資材の規格確認や施工方法の確認等による品質管理が徹底されていないのが実情である。 

かかる状況からカンボジア政府は日本政府に対し、道路・橋梁建設における品質管理・保証

(QC/QA)システムの構築を行なう技術協力プロジェクトの要請があった。これを受けて日本政府は、

建設の品質管理のための抜本的な体制強化を行なうことを目的に「建設の品質管理プロジェクト」

を実施することを決定した。 

 

2-2 プロジェクトの概要 

プロジェクトは PDM に基づき実施された。プロジェクト概要は以下のとおり。 

 

＜上位目標＞ 

「カンボジア公共事業運輸省が直営で実施する道路・橋梁の建設・維持管理の品質が向上し、持久

する」 

 

＜プロジェクト目標＞ 

「プロジェクトが構築する品質管理・保証システムの適用によって MPWT が直営で実施する道路・

橋梁工事の品質管理に関する能力が向上する」 

 

＜アウトプット＞ 

1) 道路・橋梁建設の品質管理に関する実施規定、取扱要領が整備される 

2) 完成図書（図面、報告書）の統合集中管理のためのシステムが構築される 

3) 建設の品質管理向上のための研修が強化される 

 

＜活動＞ 

アウトプット1の活動 

1-1 建設の品質管理に関連する業務を担う部署にかかる現状の職務をベースラインとして調査す

る。 

1-2 建設の品質管理にかかる基準、実施規程、取扱要領を構築するためのタスクフォースを設置

する。 

1-3 MPWT内で現行運用されている仕様と基準の調査･分析する。 

1-4 建設の品質管理に係る各部署の職務を規定した実施規程案を策定する。 
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1-5 基準を実際に適用するための取扱要領を策定する。 

1-6 実施規程、取扱要領について、Joint Coordinating Committee(JCC)で承認を得る。 

1-7 実施規定に照らして、不足している試験所の試験器具に係る調達計画を策定する。 

1-8 試行工事（パイロットプロジェクト）を選定し、同試行工事の実施において、基準、実施規

程及び取扱要領を適用する。 

1-9 JCCで承認を得た実施規程、取扱要領について、MPWT大臣の承認を得て、公式発表し、関係者

に共有する。 

1-10 実施規程、取扱要領の運用状況をモニタリングし、評価する。 

 

アウトプット2の活動 

2-1 ドナー等の支援で、MPWTがこれまでに実施した道路･橋梁プロジェクトをリストアップする。 

2-2 省内関係者、プロジェクト請負者、ドナー等が所有している竣工図書を図書室に集める。 

2-3 収集した竣工図書を、路線別、構造別（道路、橋梁）、図書別（報告書、計算書、図面等）

に分類し、竣工図書索引簿案を作成する。 

2-4 竣工図書を電子データ化し、検査機機能の付いたデータベースを構築する。 

2-5 MPWT図書室内の整備計画、運営管理計画の策定支援を行う。 

2-6 MPWT 内図書室所蔵の図書を整理し、同利用環境を整備する。 

2-7 カウンターパートに対し、図書室運営管理に係る技術指導を行う。 

 

アウトプット3の活動 

3-1 MPWT内の既存の研修コースを調査･分析する。 

3-2 技術面で追加すべき研修プログラムと実施計画案を策定する。 

3-3 日本人専門家が中心となって主にPWRCスタッフを対象とした講師育成のための研修を実施す

る。 

3-4 道路構造物標準図集策定のためのタスクフォースを設立する。 

3-5 タスクフォースが、カンボジアの道路構造物の分類を行い、ドナー等の道路プロジェクトか

らカンボジアの道路構造物に適合した図面類を収集する。 

3-6 収集した図面における、設計荷重、使用材料、構造、地質等の適合性を確認する。 

3-7 道路構造物標準図集として編纂し、JCCの承認を得る。 

3-8 試行研修のためにカリキュラムと教材を準備する。 

3-9 TOT を受講した MPWT 職員が講師となって、編纂した道路構造物標準図集を活用し、検査員

(General Inspectorate)、実施監理担当者(RID, HEC)、直営工事の場合の工事実施者（各州

DPWT, RID, HEC）、その他関係機関の職員を対象とした研修プログラムを企画し試行する。 

3-10 試行した研修プログラム案についてJCCで承認を得て、MPWT省内の研修の一部として正式に組

みいれる。 

3-11 研修受講者に対するフォローアップ調査を行い、定着度合い確認し、必要に応じてプログラ

ム改善を支援する。 
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3章 終了時評価の方法 

 

3-1 評価手法  

本評価調査は、「新 JICA 評価ガイドライン第 1版」に基づき、終了時評価を実施した。評価方法

は、PDM と評価グリッド（添付資料 1．の Annex 4）の観点から見た進捗状況と達成度の確認、実

施プロセスの検討、評価 5項目によるプロジェクト評価を行った。なお、評価調査は、日本側とカ

ンボジア側の合同チームによって実施された。 

 

3-2 評価 5 項目 

本評価で活用した評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の評価基準は以

下のとおりである。 

 

項目 基準 

妥当性 プロジェクト目標や上位目標が先方政府の開発政策、受益者のニーズお

よび日本の援助方針に合致しているかレビューし、プロジェクトの整合

性や必要性を検討する。 

有効性 プロジェクト目標の達成度を確認し、プロジェクト実施により受益者に

便益がもたらされているか（もたらされる見込みか）を確認する。  

効率性 プロジェクトのコスト、期間と効果の関係に着目し、資源が有効に活用

されているかを確認する。 

インパクト プロジェクトを実施することによって直接または間接的に、意図的また

は意図せずに生じた正負の影響を確認する。プロジェクトが地域社会、

経済、環境ならびにそのほかの開発指標にもたらす主要な影響や効果を

含む。 

持続性 プロジェクトが終了しても、プロジェクトによる便益が継続するかを確

認する。プロジェクトは、環境面でも財政面でも持続可能でなければな

らない。 

 

3-3  評価の枠組み 

評価のデザインを確定するにあたり、討議議事録（Record of Discussion: R/D）、PDM2（2011

年に実施した中間レビュー時に日本・カンボジア側関係両者の協議によって改定されたもの）、事

前評価・実施協議調査報告書、中間レビュー報告書、業務進捗報告書、四半期業務報告書等に基づ

き、終了時評価項目案を検討した。 

主な評価項目は以下のとおりである。 
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 プロジェクトの投入、活動、アウトプット、プロジェクト目標、上位目標に対する進捗状

況や実績 

 カウンターパート（MPWT／DPWT）のプロジェクトへの関与状況 

 カウンターパートの能力がどの程度プロジェクトにより改善されたか  

 必要に応じた PDM/PO の改定  

 

3-4 情報収集 

情報収集は、関連文書のレビュー、カウンターパートへの質問票、カウンターパートおよび関係

者へのインタビューなどにより実施された。インタビュー者の詳細は別添資料 1．の Annex 2 を参

照のこと。 
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4章 プロジェクトの現状と実績 

 

最初の PDM は、中間レビュー時に主に指標が改定され、PDM2 が策定された。以下は PDM2 に基づ

いた投入、アウトプット、プロジェクト目標、上位目標の実績である。 

 

4-1 投入 

日本側およびカンボジア側の投入は以下のとおりである。 

4-1-1 日本側投入 

(1) 日本人専門家 

長期専門家 2名（(1)チーフアドバイザー／道路建設・維持管理、(2)業務調整／図書室運営管理）、

業務実施型による短期専門家 9 名（(1) 総括／道路工事契約／積算システム、(2)副総括／品質管

理、(3) 研修／人材育成、(4)舗装、(5)土構造設計、(6)橋梁／道路構造物維持管理、(7)道路工事

施工管理、機材管理、(8)竣工図書管理システム、(9)試験施工）が派遣された。プロジェクト終了

までの日本人専門家の合計人月数（M/M）は、148.41M/M の予定である（長期専門家 75.78M/M、短

期専門家 72.63M/M）。詳細は別添資料 1.の Annex 5-1 を参照。 

 

(2) カウンターパート研修（本邦） 

評価時点では、2010 年、2011 年、2012 年にそれぞれ 1回、合計 3回の本邦研修が実施され、合

計 11 名のカウンターパートが参加した。詳細は別添資料 1.の Annex 6-1 を参照。  

 

(3) 機材 

試験所およびデータベースシステム用機材を供与した。供与機材の合計額は 180,373 米ドルであ

った。詳細な機材リストは別添資料 1.の Annex 5-2 を参照。 

 

(4) ローカルコスト 

2012 年 8 月時点で合計 285,000 米ドルが拠出された。詳細は別添資料 1.の Annex 5-3 を参照。 

4-1-2 カンボジア側投入 

(1) カウンターパートの配置 

カウンターパート（C/P）は MPWT 内の直営工事にかかわる様々な部署より配置された。主なカウ

ンターパートは道路の品質管理を統括する公共事業研究センター（PWRC）であるが、その他道路イ

ンフラ部（RID)、重機センター（HEC）、試験所の職員もプロジェクトの C/P となった。 

現在 4 名からなるマネジメントチーム（プロジェクトダイレクター、プロジェクトマネジャー、

コーディネーター2 名）を入れて 16 名の C/P が配置されているが、ほとんどの職員は他業務も担

当しており、プロジェクトに対してはパートタイムの C/P である。また、プロジェクト初期の段階

では C/P の交代が数名あった。C/P の中には異動や海外留学、または離職などの理由でプロジェク

トに 2-6 ヶ月しか配置されなかった職員もいた。C/P の詳細なリストは別添資料 1.の Annex 5-4 に
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添付。 

 

(2) プロジェクト費用負担  

カンボジア側より、5件のパイロットプロジェクト実施費用として合計 118 億 4,800 万リエル（約

296 万米ドル）が拠出された（国道 71 号線 17.29 億リエル、国道 110 号線 28.9 億リエル、国道 44

号線 40.84 億リエル、国道 153 号線 16.65 億リエル、国道 11 号線上の橋梁 14.8 億リエル）。 

 

(3) 土地・施設 

MPWT 省内に専門家執務室および必要な設備の提供があった。  

 

4-2 アウトプットの実績 

PDM2 に基づいた各アウトプットの実績は以下のとおりである。  

4-2-1 アウトプット 1 

アウトプット 1: 道路・橋梁建設の品質管理に関する実施規定、取扱要領が整備される 

指 標 達成状況 

本プロジェクト終了までにパイロッ

トプロジェクト実施を通して習得、検

証した内容が反映された実施規定お

よび取扱要領（改訂版）が作成される。

 

・プロジェクトでは品質管理のための実施規定

（Regulation: RG）、取扱要領（Standard Guideline: SG）

の第 1版は 2010 年 8 月に作成され、それらを適用しな

がらパイロットプロジェクト 5件（2011 年度 2件、2012

年度 3件）を実施した。5件のうち最初のコンポンチャ

ム州の国道 71 号線は、全てのプロセスを完了し、品質

管理プロセスに使った必要書類は完了図書にとり纏め

られている。他 4件については、2012 年 12 月までに完

了する予定である。  

・上記パイロットプロジェクトの実施を通じて SG、RG

の第 1 版をより現地に合うよう改善をし、2012 年 8 月

に第 2 版が作成された。翻訳したクメール語版もカウ

ンターパートにより作成された。  

・土質検査など建設に必要な試験のための機材が計画

どおり調達され、MPWT の試験所に設置された。 

 

当初パイロットプロジェクトの開始など活動の一部に遅れが見られたものの、アウトプットの達

成には影響がでておらず、アウトプットは終了時までに達成されると判断できる。 

アウトプット 1 では、取扱要領（SG）と実施規定（RG）の策定を実施するタスクフォースと MPWT

試験所の整備および試験所人材の育成を中心に行うタスクフォースの 2つを設立した。 

SG、RG を策定するタスクフォースでは、2010 年 8 月に SG と RG の第 1 版を策定した。第 1 版は

2010 年 10 月の第 1回 JCC で承認を受けた。アウトプット 1では、第 1版をよりカンボジアの現状

にあったものにし、また MPWT／DPWT 職員にとって使いやすいものとするため、第 1版の SG、RG を

適用しながら 5件のパイロットプロジェクトを実施した。それぞれのパイロットプロジェクトの実

施状況については下表のとおりである。改定作業の中でパイロットプロジェクトを通じて得られた

教訓を盛り込み、第 2版は 2012 年 8 月に完成した。第 2版は終了時評価最終日の 8月 30 日に実施

される第 3回 JCC にて承認される予定である。 
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パイロットプロジェクトの実施状況 

 

 プロジェクトサイト

（州） 

建設開始時

期 

終了時評価時点での実施状況 

（2012 年 8 月） 

第
一
期 

(

２
０
１
１
年
度) 

国道 71 号線  

(コンポンチャム州) 

2011 年 10 月 SG、RG を適用し、2012 年 5 月に工事は完工。最終

検査まで実施済み。完了図書が作成されている。 

国道 110 号線 

（カンダール州） 

2012 年 2 月 SG、RG に則り品質管理の活動が実施され、必要な

書類が準備され、纏められている。完工は 2012 年

10 月の予定。  

第
二
期 

（
２
０
１
２
年
度
） 

国道 44号線  

(コンポンスプー州) 

2012 年 3 月 国道 44 号線は 2013 年に中国のローンによりパイ

ロットプロジェクの計画よりも道幅を広くして道

路建設を行うことが着工以降に決定されたため、

工事 20%の段階で中止となった。しかし、パイロッ

トプロジェクトでは中止になるまで、最初の土質

調査の実施やそれまで必要な品質管理活動が SG、

RG に則り行われている。 

国道 153 号線  

(コンポンチュナン州) 

2012 年 8 月 土質調査が実施され、必要な品質管理活動が SG、

RG に則り行われている。完工は 2012 年末の予定。

国道 11 号線上の橋梁 

(プレイヴェン州) 

2012 年 5 月 SG、RG に則った施工計画書案が作成されている。

完工は 2012 年末の予定。 

 

 SG、RG の策定作業はカンボジアおよび日本側双方の最大限の努力により行われた。特に第 2 版

に改定する作業では、より良いものにするため双方の協議が定期会合以外にもメールベースで活発

に意見交換が行われるようになるなど、カンボジア側の参画度が高まった。改定にあたっては地方

の公共事業運輸局（DPWT）の意見も取り入れている。また、SG、RG のクメール語版はカンボジア

側のイニシアティブにより MPWT 職員により翻訳され、英語とクメール語の技術用語集も添付され

ている。このような SG、RG の策定および改定作業を通じてカンボジア側は専門家からの技術移転

を受け、SG、RG の理解を深めていることがインタビューから明らかとなった。アウトプット 3 で

講師研修（TOT）を受けたカウンターパートは、DPWT 職員向けの研修講師となることが期待されて

いるため、改定作業の中で SG、RG の理解が促進したことは大変有用であった。 

 一方、中間レビューでも指摘されていたようにアウトプット 1の活動では、主要な活動であるパ

イロットプロジェクトの開始に遅れが生じた。これは、国道 71 号線および 110 号線において、品

質管理活動の中で実施した土質検査から追加工事（地盤改良）が必要であることが分かりそれに伴

う追加予算が発生したことで、事前に申請した予算との間で開きが生じ、そのため財務省との折衝

に時間がかかったことが原因の一つであった。また、2011 年に発生した大洪水の影響で水が引か

ず工事を開始することができなかったこと、そして、カンボジア側のカウンターパートおよび日本

人短期専門家の配置が遅れたことも原因となった。第一期のパイロットプロジェクトの開始が遅れ

たため、最終的にすべて 5つのパイロットプロジェクトはプロジェクト期間内では終了しないもの

の、トータル的に見て SG、RG を改定するために必要十分な教訓は得られており、アウトプット達

成には影響しなかったと判断できる。 
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また、最初に実施した国道 71 号線のパイロットプロジェクトはすでに完工し、品質管理関連の

書類を含む完了図書が完了している。完成図書は今後各州の DPWT 事務所を含め関係者に配布され、

品質管理を実施したプロジェクトの参考資料として使われることになる。 

試験所の整備については、品質管理を実施するために必要な機材の選定を経て 2011 年 8 月には

試験所に設置された。調達した機材のうち試験所職員にとって新しい機材については日本人専門家

により技術指導がなされ、インタビューでは、MPWT 試験所職員がすべての機材を使えるようにな

っていることを確認した。 

 

4-2-2 アウトプット 2 

 

アウトプット 2: 完成図書（図面、報告書）の統合集中管理のためのシステムが構築される 

指標 達成状況 

データベースシステムが構築さ

れ、同システムが MPWT スタップ

によって活用される。 

・完成図面、標準図集、図書館の書籍リストを入力するデー

タベースシステムが構築された。データベースは MPWT 内部

のネットワークに接続され、MPWT 職員からの閲覧が可能とな

った。 

・過去のプロジェクトの完成図面を可能な限り収集し、デー

タベース化した。 

・アウトプット 3で策定された道路・橋梁の標準図集につい

てもデータベース化した。 

・以前図書室に積まれていた必要書籍や書類の整理をしなが

ら、プロジェクトで図書室を 2度改修し、2012 年 4 月に新し

い図書室が完成した。 

・データベースを使った検索方法、新規に入手した図書や図

面のデータ化など、データベースや図書室の運営維持管理に

関するマニュアルが 2012 年 7 月に策定された。 

 

アウトプット 2においては、直営工事の品質を改善するために必要な情報を整理し、それらの情

報を使いやすいようにアクセスの改善を図った。データベース整備し、直営工事で行われた工事の

完了図面、図書館に入れた図書・書類のインベントリー、アウトプット 3で作成した標準図集をデ

ータベース化した。また、図書館自体の改修を行うとともに図書館に必要な図書・書類の整理を行

った。アウトプット 2においてはカウンターパートの頻繁な交代があったが、上記のとおりカンボ

ジア及び日本側双方の努力によりデータベースの構築および図書館が整備されており、評価チーム

はアウトプットが達成されたと判断した。しかしながら今後データベースおよび図書館の運営管理

の持続性を確保するためには、MPWT 側からの更なるコミットメントが必要となっている。 

 

これまで完了した工事の完成図面や完成図書は道路・橋梁の新設や改修に大変有用であるにもか

かわらず、これまで MPWT の各部署や担当者個人、または支援ドナーが保管しているなど保管場所

が統一されていなかった。プロジェクトでは MPWT 内の各部署や支援ドナーに連絡し、これらの情

報を可能な限り集め、外部委託によりデータ化した。 

図書館については、下写真のように以前は単に図書や書類が整理されずに積み重なっただけのも

のであったが、部屋の改修とともにプロジェクトで司書を雇い、必要な図書や書類を選定、分類し、
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ラベルを張り図書館として機能を持たせた。ただし、一度改修した後、他プロジェクトが予期せず

予定していた図書館の一部を占用してしまったため、再び仕切りの換え図書の整理を行わなければ

ならなかったなど、予定以外の作業が増えた。なお、プロジェクトコストで雇用している司書はプ

ロジェクト後契約が切れるため、その後の措置について MPWT 側に問い合わせたところ、MPWT 職員

の新規採用プロセスの中で、来年司書として 2-3 人雇用する枠を設ける予定である旨回答があった。

評価チームとしては MPWT に対し、情報の効果的な管理のためには人材を含め運営管理に関し必要

な措置を講じる必要がある旨強く申し入れた。 

 

図書館改修前（2010 年 1 月） 現在の状況（2012 年 8 月） 

 

2012 年 8月時点で、プロジェクトでは図書館に図書 4,085 冊と関連する 2,909 書類を整理した。

また、これまで収集されデータベース化された完了図面は全体数の 2-3 割にあたる約 12,000 枚で

あった。今後も引き続きこれら完了図面を収集し、順次データベース化することが必要となってい

る。そのため直営工事の完了図面など必要な書類は、MPWT 関連部局が完工後すみやかに原本およ

びデータを図書館に提出する旨プロジェクトで作成した RG に明記することとした。また、直営工

事以外のドナー支援による工事の完了図書についても、完了後提出するようにプロジェクトから

MPWT に働きかけたところ、MPWT 大臣名で現在実施している各プロジェクト事務所にその旨レター

が発出された。 

 データベースは図書館に設置した 2 台のコンピューターまたは MPWT 内部のネットワークにより

アクセスできるようになっている。現在 MPWT ではホームページを改定しており、今後地方の DPWT

からも MPWT ホームページを通じてデータベースにアクセスできるように改善する計画がある。そ

うなれば、DPWT からも MPWT 図書館の蔵書、完了図面、道路標準図のインベントリーが検索するこ

とができるようになる。また、プロジェクトでは図書館の運営およびデータベースの使用方法等に

つき以下の 3種類のマニュアルを作成した。 

 

マニュアル 作成 

Scanning Operation Manual 2012 年 7 月 

User Manual on Book Inventory 2012 年 7 月 

User Manual on Standard Drawings 2012 年 7 月 
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さらに、より多くの MPWT 職員に図書館やデータベースの使い方について広く宣伝するため、紹

介ビデオを作成しており、アウトプット 3 で行う DPWT 向け研修や JCC などの会合の機会に使用し

ている。評価チームは、このような宣伝努力を引き続き実施し利用率を高めるとともに、図書館お

よびデータベースの持続的な運営管理について必要な人員および予算の確保が必要であることを

強調した。 

 

4-2-3 アウトプット 3 

 

アウトプット 3:  建設の品質管理向上のための研修が強化される 

指標 達成状況 

プロジェクトで策定した技術

研修プログラムが担当する部

署によって、MPWT 内の研修プ

ログラムとして組み入れられ

る。 

・MPWT 職員の能力および既存の研修に関する評価を実施した後、

研修計画が 2010 年 2 月に策定された。 

・講師育成研修（TOT）が 2010 年と 2012 年の 2回実施され、合

計 13 名の MPWT 職員が受講、講師となった。 

・品質管理に関する研修内容が MPWT の定期研修に組み込まれる

こととなった。実際の研修は、TOT で育成された MPWT 職員を講

師に 2011 年 11 月より実施された。 

・2012 年 8 月時点で、プロジェクトでは上記定期研修以外に 6

回地方職員向けのワークショップ研修を行い、定期研修と合わ

せると合計約 200 名の DPWT 職員が研修を受講した。 

 

アウトプット 3の活動はほぼ計画通りに進み、アウトプットの達成度は高い。プロジェクト終了

までにアウトプットは達成される見込みである。 

 

 研修ニーズアセスメントを実施した後、プロジェクトでは品質管理に関する研修計画を策定した。

また、MPWT 人材育成部と協議し 2011 年より品質管理に関する研修を既存の研修コースの一部とし

て試行的に実施した結果、コースの一部として正式に組み入れられることとなった。既存のコース

とは DPWT 職員向けに毎年 12-15 か月の期間、毎月 5日間 MPWT 本部に集まって実施されるものであ

る。参加者は、各州の DPWT より 2，3名である。プロジェクトで策定した品質管理に関する研修項

目は全部で 7 クラス分である。詳細については別添資料 1．の Annex6-3 のとおりである。基本的

に品質管理のクラスは 2か月に 1回実施される予定である。なお、項目については講師の都合によ

り変更になる場合もある。 

終了時評価時点においてプロジェクトでは既存の研修の中で 4 回品質管理に関する研修を実施

し、120 名の DPWT 職員をカバーした（2011 年 40 名、2012 年 80 名）。なお、既存の研修を受講す

る DPWT 職員は公共事業を担当している職員ばかりではなく、総務や運輸部門からの職員も受講し

ているため、本来ターゲットとすべき公共事業担当の DPWT 職員への普及率は限られている。プロ

ジェクトでは中間レビューで上記指摘も受け、既存の研修コース内での研修以外に、より多くのタ

ーゲットへ研修を実施すべく複数の州の DPWT 職員をまとめて実施する「地方ワークショップ」を

4回実施した。これにより 24 州すべての DPWT 事務所をカバーすることとなった。詳細については

下表を参照。 

 講師研修（TOT）については 2 回実施しており、13 名の MPWT 職員が受講した。講師はそれぞれ
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の専門分野の他、SG、RG を説明できるようになった。TOT では講師としてのプレゼンテーション技

術についても講義が行われた。参加者は MPWT 職員の中で PWRC を中心とし RID、HEC、試験所から

も参加した。上記の既存の研修コース内では一人あたり 4-5 回は講義を実施している。研修講師の

ほとんどは自ら講義資料を準備しており、品質管理に関する理解を深めているとともに、講義の仕

方が当初よりも改善している旨日本人専門家から評価があった。また、講師となった職員のインタ

ビューでは、教えることでより自信がついたという自己評価もあった。 

 既存の研修コース（120 名）および地方ワークショップ（122 名）を通じてプロジェクトではこ

れまで全州から合計200名以上のDPWT職員に対してSG、RGなど品質管理の研修をしたことになる。

この数は DPWT 職員総数の約 3分の 1にあたる。MPWT はプロジェクト終了後も既存の研修コース内

で同様の研修を継続していくことを計画しているが、各州の DPWT が実際に直営工事に SG、RG を適

用するためには既存の研修以外に、より実践的な方法で支援の検討も必要である。評価チームはそ

の方策をプロジェクト終了までに検討するべきである旨指摘した。 

 

SG、RG の紹介および講師研修  

研修コース 参加者 研修日 

DPWT への SG/RG 紹介 全 24 州の DPWT 職員（各 1-2 名） Jun 11, 2010 

第 1 回講師研修 MPWT 職員 8名 Nov 3, 2010 

第 2 回講師研修 MPWT 職員 5名 May 23, 2012 

 

SG、RG の研修実績 

研修コース 
参加者 研修講師

（MPWT） 
研修日 

対象 DPWT 職員数 

第 1回トライアルコース カンダール 16 4 名 Nov 24, 2010

第 2 回トライアルコース コンポンチャム 21 6 名 Feb 8, 2011 

第 1 回地方ワークショップ（バッ
タンバン州 DPWT で実施） 

8 州 31 11 名 May 21, 2012

第 2 回地方ワークショップ（プリ
シアヌーク州 DPWT で実施） 

5 州 22 10 名 May 28, 2012

第 3 回地方ワークショップ（MPWT
で実施） 

5 州 21 10 名 Jun 15, 2012

第 4 回地方ワークショップ（MPWT
で実施） 

4 州 11 11 名 Jul 10, 2012

 24 州の DPWT 122 名   

 

 アウトプット 3では上記 SG、RG 普及のための研修体制整備に加え、「道路標準図集」の編纂を行

なった。過去の図面を収集しデータ化するとともに、過去の図面から様々な「標準図」を策定し図

集として編纂した。標準図集は、第 2 回 JCC（2011 年 12 月）で承認され、上述したようにアウト

プット 2で構築したデータベースに入力された。なお、品質管理の研修の際には道路標準図集につ

いても講義がなされている。プロジェクトでは上記研修の際に参加した全 DPWT 州に対し、SG、RG

および道路標準図集を DVD で配布した。今後プロジェクトでは各 DPWT がこの DVD を活用するよう

働きかける必要がある。 
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4-3 その他特筆すべき活動 

 プロジェクトでは、日本人専門家による技術的なワークショップの開催、日本土木学会やカンボ

ジア工科大学（ITC）と共催した共同セミナーの開催、カンボジアで実施中の無償資金協力案件（国

道一号線改修計画、ネアックルン橋梁建設計画）の現場視察、MPWT 職員による論文集の作成およ

び発表会の開催を実施し、道路・橋梁における幅広い知識刺激を与える機会を設けることで上記 3

つのアウトプットを更に強化を図った。2011 年の第 1回技術セミナーでは 25 本のペーパーが集ま

り、そのうち 8本がセミナーで発表された。プロジェクトが終了するまでにもう 1回同様の技術セ

ミナーの開催を予定している。プロジェクトが実施したこれらのセミナーやワークショップの詳細

については別添資料 1．の Annex6-2 を参照。 

 

4-4 プロジェクト目標の達成度 

 

プロジェクト目標：プロジェクトが構築する品質管理・保証システムの適用によって MPWT が直

営で実施する道路・橋梁工事の品質管理に関する能力が向上する 

指標 達成状況 

（1）プロジェクト終了までに、改

訂された規定および取扱要領が

2013 年から実施される道路・橋梁の

直営工事の中で、既にパイロットで

実施された2州以外の3州において

少なくとも 3 直営工事に適用され

る。 

・終了時評価時点において、2013 年から実施される直営工

事のうち SG、RG が適用される案件についてまだ選定はさ

れていなかった。しかしながら、評価チームは、MPWT が各

州少なくとも 1件（全部で 24 件以上）、SG、RG を適用した

直営工事を実施することを計画しているとともに、MPWT の

強い意志を確認した。  

（2）TOT を受講したカウンターパー

トが 2012 年定期研修コースの受講

生に対して品質に関する知識を向

上させるように講義ができるよう

になる。また、受講生は受講後確認

試験において 70%の得点がとれるよ

うになる。 

・専門家の評価によると、講師となった MPWT 職員は、研

修教材を自分で準備したり実際の研修を行うことで、SG、

RG に関する理解が深まり、また教え方にも向上が見られ

た。  

・研修受講生の事前・事後テストの結果から、品質管理に

関する理解度の向上が見られた。しかしながら、平均点数

は研修によって 54%から 68%であり、目標値である 70%には

まだ達成していなかった。 

 

 カンボジア側および日本側双方の努力により SG、RG は第 1版を経て改定版まで策定された。SG、

RG に対する研修は全州の DPWT をカバーし実施された。完了図面や道路編纂図など品質を確保する

上で必要な図書や資料などがデータベース化され、図書館の改修も実施された。このように各アウ

トプットは達成されている。 

 一方、プロジェクト目標の指標の達成状況は次のとおりである。 

指標 1 に関しては、終了時評価時点では各州から 2013 年度の直営工事プロジェクトに対する要

望リストが MPWT に集まり始めた時点であったため、プロジェクト目標の指標となっている SG や

RG を適用する 2013 年から始まる直営工事の数については明確になっていなかった。しかしながら、

評価チームは MPWT が各州で少なくとも 1 件（全体で少なくとも 24 件）は SG、RG を適用した直営

工事を実施する計画を立てており、また実施する強い意志があることを確認した。完工した国道

71号線のパイロットプロジェクトの完了図書が各州 DPWT に配布されこれが良い参考資料となるこ

と、全州を対象とした既存の研修コースが継続されること、そして MPWT が実施する強い意志を示
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したことから、指標 1は達成される見込みがあると判断した。 

 指標 2については、終了時評価時に実施したカウンターパートおよび日本人専門家へのインタビ

ューにおいて、講師となった MPWT 職員は品質管理に関する理解を深め、そして自分の技術にさら

に自信をつけていることが明らかとなった。インタビューでは、研修を受講した DPWT 職員は SG、

RG に沿って工事を実施することが品質管理にとって有効であることを理解したと回答があった。

従って、DPWT 職員の品質管理に関する重要性に関し理解が増しており、品質管理活動を実施する

能力が研修を通じて向上している。また、インタビューを実施した DPWT 職員の中には、パイロッ

トプロジェクトを実施していく中で、何が品質管理を確実なものとするのかが分かったといった回

答もあり、MPWT および DPWT 職員の品質管理に対する能力が研修やパイロットプロジェクトの実施

を通じて向上したと言える。更に、完成図面や道路標準図集がデータベース化により容易に活用で

きるようになったことは、設計や維持管理の品質を向上させることに貢献している。 

以上によりプロジェクト目標は達成する見込みが高い。これらプロジェクト成果を全国の DPWT

に継続的に普及させていくために、MPWT はプロジェクト終了までにその方法について日本人専門

家の協力の下、確立していく必要がある。 

 

4-5 実施プロセス 

上述のとおりプロジェクトの実施体制は、業務実施型の短期専門家およびカウンターパートが配

置された 2010 年 1 月になってから整ったため、パイロットプロジェクトの実施を含むアウトプッ

ト 1の活動のいくつかに遅れが生じた。ただし、パイロットプロジェクトの実施の遅れは上記専門

家やカンボジア側職員の配置の遅れのみならず、上述したように他の理由も含まれている。 

このようにプロジェクトの初期の段階で活動のいくつかに遅れは見られたが、他の業務負担が大

きいにもかかわらず、カウンターパートである MPWT 職員は中間レビュー以降プロジェクトに対す

る関与が高まり、これがプロジェクト目標の達成に貢献した。パイロットプロジェクトにおいても、

実施した州の DPWT 職員および Party C（監督者）となった MPWT 職員など直接のカウンターパート

以外の職員が品質管理活動に対し積極的に活動した。その結果、カンボジア側の品質管理システム

に関するオーナーシップが高まるとともに、道路・橋梁に対する知識や技術の向上に繋がっている。

なお、カウンターパートの何人かは異動など避けられない理由やその他でプロジェクトから離れた

が、MPWT 側は限られた人材の中からカウンターパートの補充を行ったことを確認した。 

 カンボジア側と日本人専門家とのコミュニケーションは良好であり、プロジェクトの進捗状況、

課題など情報共有が行なわれていた。プロジェクトの進捗状況のモニタリングについては、毎週の

カウンターパート会合、タスクフォース会合、月例マネジメント会合、諮問委員会（EC）、合同調

整委員会（JCC）など定期的な会合を通じて行なわれている。但し、PDM の指標を使って達成状況

をレビューするといったモニタリング活動は行われていなかった。評価時点での各種定例会合のリ

ストの詳細は別添資料 1.の Annex 7 を参照。 
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5章 評価結果 

  

5-1 妥当性 

以下の理由により妥当性は高いと言える。 

 

カ国の上位政策である「成長、雇用、平等および効率のための四辺形戦略フェーズ II（RSII）」

（2008）および 5 ヵ年計画である国家戦略開発計画（NSDP：2006-2010）の両方に運輸セクターに

おけるインフラ開発は国家の重要課題の一つであると明記されており、本プロジェクトとの整合性

が高い。具体的には、RSII では、「運輸交通インフラの継続的な復旧と建設」が必要であるとし、

インフラ開発を成長四辺形の一辺に位置づけている。また、NSDP には道路インフラの中でも道路

維持管理について適切に実施することが重要である旨強調している。道路の維持管理コストが高ま

っている中、これまで MPWT 内で適切に実施されてこなかった直営工事における品質管理能力の向

上が急務となっている。本プロジェクトはこのような品質管理能力向上の必要性に対応するなど意

義も高く、MPWT のニーズとも合致している。 

 

日本の対カンボジア援助計画（2002）では、「社会・経済インフラ整備推進と経済復興のための

環境整備」を重点分野として置き、「国の開発の根幹となる社会・経済インフラ整備のニーズは依

然として高い」としている。また、JICA の援助方針（2007）では、「他ドナーと協力して早期に道

路ネットワークの改修を支援し、運輸ネットワークの有効活用および維持のための組織的な強化を

通じて経済成長に寄与する」ことを挙げている。更に、JICA による「道路ネットワーク開発調査」

（2006）では品質管理システムの設立を 2011-2015 年の中期ターゲットとして挙げている。このよ

うに日本の援助政策と本プロジェクトとの整合性も高い。 

 

5-2 有効性 

 プロジェクトの有効性は高い。 

 

(1) プロジェクト目標の達成度 

4-4 で上述したとおり、プロジェクト目標の達成見込みは高い。プロジェクトは SG、RG を直営

工事に適用することで、以前と比べて品質管理において 3つ分野で改善させた。それは、工事前に

土質検査などを行うことによる設計面での改善、工事実施のための施工計画書の作成、品質管理の

記録を残す書類を作成することによる施工監理面での強化である。例えば、第一フェーズのパイロ

ットプロジェクトでは、土質検査（CBR の実施）を行った結果、追加的に土壌の改良が必要である

ことがわかり設計を改善することができた。このような検査は品質を確保するためには必要なこと

であるが、プロジェクト以前は必ずしも実施されていなかったことであり、品質の改善に大きく寄

与することとなった。また、施工計画書を策定するようになったことで、品質および工事の行程を

監理できるようになった。品質管理の記録面では工程ごとに各種フォームが作られ、実施者および

監督者がサインすることで品質の確保を図れるようになった。いずれもプロジェクト前には必ずし

も適切に実施されていなかったものである。 



 

17 
 

また、品質管理における一連の活動の中で契約者（Party A）、実施者（Party B）、監督者（Party 

C）、検査者（Party D）の役割がそれぞれ明確化され、透明性が高まった。更に、MPWT 職員へのイ

ンタビューでは、設計や維持管理に必要な完成図面や標準図集がデータベース化され容易に活用で

きるようになったとの回答もあり、これも有効性を高めることとなった。 

 

(2) それぞれのアウトプットからの貢献・関係 

 SG、RG を直営工事に適用することに対しては、SG、RG の策定を目的としたアウトプット 1と SG、

RG の理解を促進するために研修を実施したアウトプット 3 が相乗的に働きプロジェクト目標の達

成に貢献した。アウトプット 2は必要な書類や資料をデータ化し、データベースを構築したことに

より全体的な品質管理システムを強化した。 

 

(3) プロジェクト目標に対する阻害要因 

 カウンターパートである MPWT 職員はプロジェクト以外に他の業務も担っており、プロジェクト

活動に集中することは難しかった。また、先方機関の MPWT は開発調査や無償資金協力の経験はあ

ったが、技術協力プロジェクトは初めてであったため、カウンターパートとしての役割の違いに対

し当初戸惑いがあった。 

 

5-3 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度である。 

 

各アウトプットの達成に影響はなかったが、効率性を損なういくつかの要因が確認された。経済

財務省との協議に時間を要したことや洪水による理由もあるが、日本側専門家およびカンボジアカ

ウンターパートの初期の配置が遅れたことはパイロットプロジェクトの開始の遅れにも影響した。

所期の予定であればすべてのパイロットプロジェクトがプロジェクト期間内で完了する予定であ

った。これまで実施したパイロットプロジェクトからの結果で SG、RG を見直す作業が不十分であ

った訳ではないが、計画どおりであればパイロットプロジェクト実施における OJT で受けられる効

果がより高まったであろう。 

 

(1) 日本側 

 日本側のインプットでは、専門家の配置、機材の調達、本邦研修、ローカルコストの拠出など、

全体的にはほぼ計画通りに実施された。しかし、初期の短期専門家を早期に配置することができれ

ばより多くの成果が達成できただろう。 

 

(2) カンボジア側 

カンボジア側のインプットにおいてカウンターパートの配置の遅れがあった。また、主要なカウ

ンターパートはプロジェクトに積極的に関わっていたが、初期段階において数人の配置変更があり、

変更する度に初めからプロジェクト内容を教えるなど効率性を損なった。 

 

5-4 インパクト 

 プロジェクトのインパクトは比較的高い。負のインパクトは発現していない。 
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(1) 上位目標の達成見込み   

プロジェクト目標は達成見込みであり、MPWT が強いイニシアティブを持ちプロジェクト終了後

も SG、RG を適用した直営工事を継続していけば「カンボジア公共事業運輸省が直営で実施する道

路・橋梁の建設・維持管理の品質が向上し、持久する」という上位目標の達成が期待される。 

 

(2) 他インパクトの発現 

終了時評価時のカウンターパートへのインタビューにより、以下のような正のインパクトの発現

を確認した。 

 

本プロジェクトで、品質管理のみならず日本のインフラ建設の経験など道路や橋梁に関する様々

な知識や技術を習得できる機会を設け、知的刺激を与えることでカウンターパートのやる気を高め

ることとなった。これらは、日本人専門家との意見交換、技術ワークショップ、論文の投稿や発表、

本邦研修への参加などを通じて得られたものであり、MPWT および DPWT 職員の様々な能力を強化す

ることとなった。 

また、カンボジア側が技術協力プロジェクトに対する理解を深めたというインパクトが見られた。

インタビューでは、プロジェクトを実施する過程で、技術協力プロジェクトではカウンターパート

の能力向上により重点を置き、開発調査とはカウンターパートの役割が違うことを理解した。技術

協力プロジェクトは共同作業しながら実施し、その過程での能力開発に重点を置いていることから

チームワークが重要であり、カウンターパートからのより積極的な関与や活動への参加が求められ

ているとの発言もあり、カンボジア側に技術協力プロジェクトが理解されていた。これは将来的に

MPWT を先方機関として再び技術協力プロジェクトを実施する際に大いに有効である。更に、本プ

ロジェクトではMPWTの様々な部局を巻き込んだことによりMPWT内に品質管理における部局間を跨

ぐネットワークを構築した。このネットワークは今後品質管理における重要な基盤となることが期

待される。 

 

5-5 持続性 

プロジェクト効果の持続性は比較的高いが、図書館およびデータベース管理における財政面の持

続性に懸念が残る。 

 

(1) 政策面 

経済発展のための交通インフラ整備の強化は引き続きカ国の優先開発課題であり、改訂版国家戦

略開発計画（NSDP: 2009-2013）においても「交通ネットワークは経済成長の原動力である」と記

されているなど、政策的な優先度は高い。 

政府としては、MPWT の下部組織である DPWT、RID、HEC が実施している直営事業を年々徐々に減

少させ民間企業に移行させていくことを方針としているが、どのようにいつまでに実施するといっ

た明確な戦略はまだない。民間企業への移行は徐々に実施されるとしても、完全に移行させるため

には相当の時間が必要であり、また、緊急工事の部分については政府の直営として残る予定である。

従って、政策面においてプロジェクトの効果の持続が確保されている。 
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(2) 組織面 

品質管理を担当する中心的な部署は PWRC であるが、プロジェクトでは公共事業局下の直営事業

に関連する全ての部署および試験所も包括している。また、それぞれの部署からカウンターパート

を配置しているため、公共事業局全体の能力向上に繋がっている。プロジェクトを通じて MPWT 内

を横断する品質管理に関するネットワークが構築され、これが今後品質管理の基盤となり、組織面

において更に強固となった。なお、図書館運営においてプロジェクト終了後も計画どおり司書の配

置がされるのであれば、全体的に組織面での持続性は確保される。 

 

(3) 技術面 

プロジェクトで移転した知識や技術はカンボジアの実情に合ったものであった。プロジェクトで

技術移転を受けた職員がこのまま MPWT に残り、プロジェクトで得た知識や技能を各州に広める役

割を担えば、技術的な持続性は確保されるだろう。 

終了時評価時点でプロジェクトにより約 200 名の公共事業を担当する DPWT 職員が品質管理に関

する研修を MPWT による通常コースまたは地方ワークショップにより受講した。品質管理に関する

研修プログラムは、MPWT による通常コースに組み入れることが正式に承認され、今後も継続され

る。そのため一定程度の技術的な持続性は確保される。しかしながら、通常コースにおける参加者

数が限られており、また公共事業担当が参加者とは限らないという事情もあることから、評価チー

ムとしては品質を確保するためにより実践的な方策を行うことを検討するよう提言した。 

なお、試験所に供与された機材は試験所職員により技術的に問題なく活用されていることを確認

した。 

 

(4) 財政面 

道路維持管理および道路の新設のための国家予算は下表のとおり年々増加傾向であり、全体では

2007 年から比べると 2011 年には 3倍に増加している。 

 

道路維持管理および建設予算 (2007-2011) 

単位: 百万米ドル 

 2007 2008 2009 2010 2011 
日常維持管理 
（Routine Maintenance） 

5.7 8.8 17.1 17.9 16.1

定期維持管理 
（Periodic Maintenance） 

12.2 14.3 13.3 15.0 26.6

新 規 建 設 （ New 
Construction） 

8.9 12.0 45.2 45.2 50.0

洪水対策（Flood）  2.4 2.4 - - -
緊急工事（Emergency） 1.6 1.9 2.4 2.9 3.7
合計 30.9 39.3 78.0 81.0 96.3

出所: Road and Infrastructure Department, MPWT (2011) 

 

今後もカ国の経済開発のニーズから道路・橋梁の新規建設は増えていくと見込まれ、その分維持

管理費用も増していく傾向にある中、品質管理に必要な予算を確保することが重要である。プロジ

ェクトでは、パイロットプロジェクトを通じて技術的な試験費用、現場視察費用、そして監理業務
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のための費用など品質管理に必要なコストを明らかにすることができる。MPWT はこのような成果

を目に見える形で示すことで、予算配分の最終決定者である経済財務省と工事に必要な予算措置お

よび品質管理のための研修費用について体系立てて交渉を行なうことができ、予算配分が円滑に行

なわれることが期待できる。一方、財政面では、図書館およびデータベースの維持管理に関しての

予算の確保に懸念が残る。データベースシステムは外部に委託して行うことから、費用が発生する

がその確保がまだされていない。今後図書館およびデータベースシステムの維持管理費用の確保を

検討すべきである。 

試験所に供与した機材の維持管理コストについては、試験所が 2006 年より独立採算制を採って

おり収益が得られている現状から大きな問題はないと言える。 
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6章 結論 

 

プロジェクトはカンボジア側および日本側双方の努力により所期の目標を達成する見込みが高

い。プロジェクトはカンボジアの政策および開発ニーズおよび日本の援助方針とも整合している。

プロジェクトでは直営工事の品質管理システムを導入したことで品質の改善に大きく貢献し、有効

性およびインパクトが高い。特にプロジェクト以前には適切な実施がなされていなかった面におい

て大きな効果がでている（工事実施に先立つ設計面での改善、工事実施のための施工計画書の作成、

施工監理面での強化）。効率性においては、初期の段階での日本側短期専門家やカンボジア側カウ

ンターパートの配置のタイミング、そしてパイロットプロジェクトの実施の遅れにより中程度であ

る。持続性においては比較的高いが、図書館およびデータベース管理における財政面の確保ができ

ておらず、適切な措置を取る必要がある。 
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7章 提言と教訓 

 

7-1 提言 

以下の提言が終了時評価チームによりなされた。 

 

(1) プロジェクト終了までに SG と RG（改訂版）に関する省令（Prakas）の発行およびプロジェ

クト効果を拡充するための支援メカニズムの設定 

パイロットプロジェクトの経験に基づく教訓を加味したSG/GRの第2版が第1版に続き策定され

た。DPWT が行うより多くの事業への適用を図るべくプロジェクト期間内に省令（Prakas）として

承認することが求められる。しかしこれだけでは SG、RG に基づく建設事業を拡大していくのに十

分ではない。DPWT への従来からの研修に加え、DPWT が新しい品質管理システムを簡単に適用でき

るよう、PWRC を中心に一つの支援メカニズムを作るべきである。MPWT の C/P およびパイロットプ

ロジェクトを実施した DPWT の職員で構成される支援グループがプロジェクト期間内に形成される

ことが望ましい。このグループはプロジェクトの成果をフォローアップするとともに、実際に施工

現地に行ったり、E-mail や電話で助言や指導を与える役割を持つ。支援グループを立ち上げるた

めにはプロジェクト終了までにグループ内のメンバーや部署を明確化しなければならない。このメ

カニズムは、DPWT が SG、RG に基づき建設事業を実施していく中で、問題や課題に直面した場合に

大変有用である。 

 

(2) データベースおよび図書館の持続的な運営監理体制の確立 

プロジェクトで設立された完成図書、標準図集及び図書にかかるデータベースは新しい情報を付

け加えながら更新し適切に維持されなければならない。直営工事の完了図書は図書館への提出が

RG に明記され、ドナーの援助を受けた工事に対してもその提出について大臣からのレターが発出

された。従って、完了図書を集める体制はできている。しかし、収集された図書を管理するシステ

ムは、特にプロジェクトで雇用している司書の契約がプロジェクト終了とともに切れた後どうして

いくか懸案として残っている。MPWT は新規採用や配置換えで人員を確保したいとの計画を持って

いるが、その通りになる見込みが立ったとは言えない。また、特に、データベースシステムの管理

を外部委託しようとすれば、追加の予算措置が必要となる。 

完了図書のデータベースの重要性を認識するのであれば、MPWT は担当者の配置とともにシステ

ム管理のための適切な予算確保が強く求められる。 

 

(3) MPWT および DPWT 職員に対する品質管理に関する技術研修の継続と更なる強化 

 既存の研修コースの一部が既に QC/QA 研修を組み込んで実施することとなっている。既存の研修

の参加職員は公共事業担当ばかりでなく運輸や総務部門からも参加しているものの、SG/RG の技術

概要の普及は一定程度図られていると言える。予算次第ではあるが、追加的な研修やワークショッ

プを行うことにより、公共事業担当技術者の品質管理に関する技術力を向上させることが望まれる。

この点で、MPWT は MEF とあらゆるレベルで頻繁に対話を行うとともに、MPWT 内での予算の再配分

交渉も含め積極的な予算要求活動を行うことが求められる。 
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(4) 広報の強化 

品質管理の重要性の認識に関しては MPWT 内ではかなり浸透しているとは思われるものの、他の

外部関係者に品質確保策の重要性を理解させるまでには至っていない。従ってプロジェクトによる

目に見える成果を広く示していくことが最も重要である。プロジェクトは、プロジェクト期間内に

関連する省庁、ドナー、国際機関並びに民間に対しプロジェクトの成果を広くアピールするべきで

ある。また、このアピールはプロジェクト終了後も、様々な機会を捉まえて継続すべきである。 

 

7-2 教訓 

 

(1) 予算面での持続性確保へ向けた取り組み 

1) 計画策定時 

少額とはいえ予算を用意せねばならないことから、図書館とデータベースシステムの持続性確保

に対する懸念がでている。少額であっても予算面での制約がその後の持続性を強く損なうと予想さ

れるアウトプットに対しては、計画段階から慎重な検討が求められる。プロジェク策定時に、満足

できるアウトプットを達成できる期間と予算を確保すること、予算当局から言質をとること、そし

て場合によってはそのアウトプットを PDM から削除することも含め、しかるべき検討をせねばなら

ない。 

 

2) プロジェクト実施中 

プロジェクト効果の持続性を決めるのは多くの場合予算が持続的に確保できるかによる以上、プ

ロジェクトチームはプロジェクト実施中も、必要な活動を行っていかなければならない。JCC ばか

りでなく MEF と MPWT との省間委員会の場も通じて、目に見える成果を示し MEF にアピールするの

も一つの方法である。JICA 事務所も必要があれば頻繁に MEF と直接対話をしていくべきである。 

 

(2) カンボジア側からの適正予算配分の確保 

多くの業務量を抱える現在の MPWT の業務環境において、配置された C/P がドナーのプロジェク

トに全面的に係わることは難しい。C/P の積極的な参加は本質的に必要なこととはいえ、カンボジ

アの経済や労働環境が数年で劇的に改善する見通しにない以上、この問題は当面継続するものと見

込まれる。この状況を緩和するものとして、プロジェクト合意書にカンボジア側からの必要な予算

を見積もることを推奨する。そのためには、実施機関は、プロジェクトの計画時に MEF と協議する

必要がある。そして、JICA はカンボジア側からの適正な予算の配分を確認する。適正な予算の配

分には通信、C/P への日当、その他政府規定に基づく他の費用を盛り込む。 

 

(3) 日本人専門家投入の時期 

第一期パイロットプロジェクトの遅れは、費用増に対する MEF との追加交渉、他プロジェクトと

の重複の調整、そして洪水によって引き起こされた。また、プロジェクトチームの形成が短期専門

家の派遣開始まで待たねばならなかった事実もパイロットプロジェクトの遅延をもたらした。プロ

ジェクト期間内でのパイロットプロジェクト実施を通じた SG/RG の改訂作業は満足できるレベル

まで至っているとはいえ、パイロットプロジェクトが当初計画通りに実施されていれば C/P はより
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多くの OJT を経験できただろう。この点で、JICA は短期専門家調達のタイミングをプロジェクト

がスタートする前に十分計画すべきである。 

 

(4) 「ハイブリッド型」専門家チームでのプロジェクト運営 

道路にかかる品質管理を巡っては、技術面だけでなく組織・制度面を含めた多角的なアプローチ

が必要である。そのため、プロジェクトチームとしても道路管理者やコンサルタント等からなるメ

ンバーによって構成された。しかし、以下のような問題もあった。 

ハイブリッド型の場合、チームとしての形成は双方の派遣が開始されてからとならざるを得ない

が、長期専門家と業務実施契約に基づくコンサルタントチーム（短期専門家）の派遣時期がずれて

しまった。また、派遣形態が異なることによる相互の責任関係が必ずしも明確ではなく、情報共有

が難しかった面もある。そこで、JICA は両者の派遣時期を同時あるいは近接させるようプロジェ

クト形成段階において開始時期について配慮したり担当分野別に断続的になる短期専門家の派遣

のタイミングを調整するなど、出来るだけ早く両者が一つのチームとして活動を立ち上げられるよ

うな工夫を考える必要がある。現実的な方法として短期専門家の派遣では、全員が現地で集まれる

機会を増やすとともに、早めの運営指導や現地 JICA 事務所が率先して協議の場を設けるなどの一

体化への支援が考えられる。また、詳細なワークプランの作成を協力の最初に持ってきて長期専門

家と短期専門家が互いの TOR をすり合わせる機会を作る方法も一つの考えである。 

なお、今回のような形態での技術協力プロジェクトの実施は、まだそれほど実例も多くなく、形

態としての有用性を認める意見がある一方、この形態での技術協力プロジェクトの課題として業務

指示体系、責任権限の明確化を指摘する意見もあり、今後の案件形成においては、プロジェクトの

事業内容も踏まえつつこの形態のメリット、デメリットを検討し、改善を図っていく努力が残され

ている。 
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むすび 

 

  終了時評価の最終日である 2012 年 8 月 30 日に開催された第 3回 JCC では、C/P によるプロジェ

クト概要並びに成果の説明、日本側評価調査団員による評価内容に関する説明と MPWT からの評価

メンバーによる補足説明の後意見交換が行われた。そこでは、MPWT 外部からのコメントを受けて、

それに対する MPWT の見解が示された。 

  ここで意見を述べたのは、ITC（カンボジア工科大学）、MEF（経済財務省）及び MRD（農村開発

省）の 3者であった。これらのコメントは総じて、今回のアウトプットに対し好意的なものである

とともに、技プロ終了時の最大の課題とされた持続性に対し、その懸念を共有しつつ、それを何と

か乗り越えようとする意図が示されたものであった。ここでは、それらのコメントや見解を紹介し、

今後の参考としたい。 

  ITC からのコメントは、教育現場からの率直な意見として、本プロジェクトで作成された RG や

SG の重要性とその作成の意義を高く評価しただけでなく、RG や SG は教育における材料としても有

用なものであり、是非とも大学での授業に活用したいとするものであった。あわせて、RG や SG の

一部のカンボジア語訳に対し修正すべき点があるとの意見も述べられた。Kem Borey 公共事業総局

長から今後学識経験者の意見も聴きながら必要な修正をしていきたいとの回答があった。 

  次に、MEF からは、前日の省間（MEF・MPWT）委員会で建設の品質管理が最重要課題として議論

されたと紹介した上で、本プロジェクトにおいて品質管理に対するきちんとしたシステム作りが行

われたことを高く評価したいと、成果に対し絶賛とも言える発言があった。さらに、技プロの終了

後に MPWT が自律的に全国に普及していくためには研修、図書館・データベースシステム、パイロ

ットプロジェクトの予算措置を検討する必要があり、MPWT 側の考えを聞く用意があると言及し、

明言は避けたものの、MPWT の施策に対する予算措置に関し前向きに対応する用意があるとも受け

取れるコメントを行った。これに対し、Kem Borey 公共事業総局長は来年以降、全 24 州で新しい

品質管理システムの活用を段階的に図っていきたいとし、州の技術力や予算に応じて事業範囲を減

らすなどの調整をしつつ進めるとの MPWT 側の考え方にも言及した。 

  MRD からは、管轄している地方道路の一部で交通事情が国・州道並みとなるものが出るなど、MRD

管轄道路の建設に対する品質管理の必要性が強まっているとの認識を示した上で、今回のアウトプ

ットの活用や JICA による支援への期待が述べられた。これに対し、チャンコサル副大臣からは、

技プロのアウトプットは MPWT だけのものではなく広く活用すべきもので、MRD に共有するととも

に国家全体の資産として活用したいとの回答がされた。今回の外部からの意見は、品質管理に対す

る関心の高さを示すものと言えるだろう。とりわけ、MEFにプロジェクトの成果の意義が認められ、

財政的な支援に対し前向きな示唆があったことは今後の持続性確保に向け大きな意義がある。MPWT

は、関係者の前で本プロジェクトの成果の活用を言明しており、関連機関の協力も得ながら持続性

の確保へ向けて期待が持てるものとなったと言えよう。 
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